
証券コード：4496
株式会社コマースOneホールディングス

第21期
定時株主総会
招集ご通知

日時 2026年6月25日（木曜日）
午前10時（受付開始 午前9時30分）

場所 東京都千代田区九段北4丁目2番25号
アルカディア市ヶ谷私学会館 6階 阿蘇(東)

決議事項

議 案 剰余金の配当の件

インターネット又は郵送による議決権行使期限

2026年6月24日（水曜日）
午後6時まで

ご出席の株主様にお土産をご用意しております。
（ご提出の議決権行使書の枚数にかかわらず、ご
来場の株主様お１人につき１つとさせていただ
きます。）
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証券コード 4496
2026年６月9日

（電子提供措置の開始日2026年6月2日）
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株 主 各 位

東京都千代田区九段北4丁目2番1号 市ヶ谷スクエアビル

株式会社コマースOneホールディングス
代 表 取 締 役 岡 本 高 彰

第21期 定時株主総会招集ご通知
拝啓 ますますご清栄のこととご拝察申し上げます。
この度、第21期定時株主総会を下記日程にて開催いたしますので、ご案内申し上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第21期 定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。
当社ウェブサイト https://www.cm-one.jp/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。
下記ウェブサイトにアクセスし、銘柄名（コマースＯｎｅホールディングス）又は証券コード

（4496）を入力・検索し「基本情報」「縦覧書類／PR情報」を順に選択のうえ、ご確認ください
ますようお願い申し上げます。

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

当日のご出席に代えて、インターネット又は書面によって議決権を行使することができますの
で、お手数ながら株主総会参考書類をご検討いただきまして、「議決権行使についてのご案内」（
３頁から４頁）に従いまして、2026年６月24日（水曜日）午後６時までに議決権を行使してく
ださいますようお願い申し上げます。

敬 具
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記

１．日 時 2026年６月25日（木曜日）午前10時00分（受付開始 午前９時30分）

２．場 所 東京都千代田区九段北４丁目２番25号
アルカディア市ヶ谷 私学会館 ６階 阿蘇(東)
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

３．会議の目的事項
【報告事項】１．第21期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告、連結計

算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の
件

２．第21期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類報告の件
【決議事項】

議 案 剰余金の配当の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
１．当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し

上げます。
２．電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま

す。
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株主総会にご出席される場合

書面（郵送）で議決権を行使される場合

インターネットで議決権を行使される場合

議決権は、以下の３つの方法により行使いただくことができます。

議決権行使についてのご案内

2026年６月24日（水曜日）午後６時まで

2026年６月24日（水曜日）午後６時到着まで

2026年６月25日（木曜日）午前10時

次頁「インターネットによる議決権行使のご案内」をご高覧のうえ、画面の案内に従って、
賛否を入力してください。

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函くだ
さい。議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされ
たものとして取り扱わせていただきます。

当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知をご持参いただくとともに、同封の議決権
行使書用紙を会場受付にご提出ください。

※ 書面（郵送）とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容を有効と
して取扱わせていただきます。

※ インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

開催日時

行使期限

行使期限
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部 ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 午前9時～午後9時）

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

以降は画面の案内に従って賛否をご入力くだ
さい。

3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてくだ
さい。

1

議決権行使書用紙に記載された「ログイン
ID・仮パスワード」を入力しクリックしてく
ださい。

2

以降は、画面の案内にしたがって賛否をご入力
ください。

2

議決権行使書副票（右側）に記載のQRコードを
読み取ってください。

1

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使書副票に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

「ログインID・
仮パスワード」
を入力
「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。
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株主総会参考書類
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議 案 剰余金の配当の件
当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題のひとつと考え、内部留保を確保

しつつも、配当による利益還元を安定的に継続することを基本方針としております。
当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案いたしまし

て、以下のとおりといたしたいと存じます。

(1）配当財産の種類
金銭

(2）配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき 金11円00銭
配当総額 金77,158,961円

(3）剰余金の配当が効力を生じる日
2026年６月26日

以 上
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１．企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当社グループは、主にEC事業者のためのビジネスインフラとなるECプラットフォームを
提供する企業グループとして事業活動を行っております。当社グループの主要な事業領域と
なる、国内EC市場は、販売商品の多様化、市場参加者の増加、物流事業者による配達時間
の大幅な短縮化、SNSによる情報流通量の増加等を背景に継続的な成長をしてまいりまし
た。新型コロナウイルス感染症拡大の影響により急成長した国内EC市場は、経済活動が正
常化するにつれて、成長が緩やかになりましたが着実に成長を続けております。消費者にお
いては、新たなライフスタイルやワークスタイルの定着も見られ、時流に沿ったビジネス展
開が求められるようになりました。このような変化の激しい市場で課題を抱える事業者を支
援するため、当社グループでは、店舗売上の向上につながるオプション・アライアンスサー
ビスの拡充やECコンサルティング事業への参入、ソーシャルメディア（SNS）とECを組み
合わせたソーシャルコマースへの対応、バックオフィスの業務効率化につながる、生成AIを
活用したソリューションの展開などにより事業領域を拡大しております。また、生成AIの利
用拡大に伴い増大する電力消費によるエネルギー不足や、化石燃料の利用に伴う地球温暖化
等の環境課題に対応するため、当社はグループ企業の独自技術を活用したソリューションを
開発し、グローバルで展開するために環境エネルギー事業へ開発投資を始めております。当
社グループは、ECプラットフォーム事業並びに環境エネルギー事業に関連する事業領域を
積極的に拡大しながら「テクノロジーを活用する人の力を最大化させるプラットフォーム」
であることを目指しています。
このような状況のもと、当連結会計年度において当社グループは、市場成長に伴う売上高

の確保を目指すとともに、今後の市場環境に適応し事業領域を拡大するべく、成長投資を積
極的に行いました。

＜ECプラットフォーム事業：株式会社フューチャーショップ＞
「futureshop」を提供する株式会社フューチャーショップは、「futureshop」を次世代

のデジタルコマース基盤へと進化させるため、当連結会計年度は商品管理画面の全面刷新
や新認証システムの導入といったインフラの再構築に加え、LINE連携を含むマーケティン
グ機能や多チャネル受注管理といった機能強化を行いました。これらは単なる機能追加で
はなく、AI活用や業務自動化を見据えた構造的な基盤整備として位置づけています。また、
Web領収書発行やAPI強化といったEC事業者の利便性を向上させる実用的なアップデート
も継続して行い、顧客企業の売上成長と業務効率化を支えるプラットフォームとして
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「futureshop」のさらなる強化を行いました。このような成長投資のもと、売上高は堅調に
推移し対前年同期比では増収となりましたが、事業領域の拡大を目的とした人材採用の強
化や、既存システムのリニューアル及び新規事業関連の開発を行ったため、売上原価及び
販管費が増加し営業利益は対前年同期比にて減益となりました。

＜ECプラットフォーム事業：株式会社ソフテル＞
「通販する蔵」を提供する株式会社ソフテルは、顧客ニーズに即したカスタマイズ案件の

提案に注力した結果、売上高は前年同期を上回ったものの、大手モールの仕様変更や外部サ
ービス連携への対応に伴いエンジニア工数が増加しましたが、前年同期において一時的に発
生した、大規模案件におけるエンジニアコスト増加による影響の反動から収益率が改善し、
対前年同期比では増収増益となりました。

＜ECプラットフォーム事業：その他＞
2025年４月に設立した株式会社コマースコネクトにて、株式会社ソフテルが提供する

「通販する蔵」のノウハウを生かし、AIを活用した次世代の受発注や在庫の一元管理機能を
持つ、統合型ECプラットフォームの開発を進めております。

また、当社グループのエネサイクル株式会社において、「フィリピン共和国・インドネシ
ア共和国・マレーシアにおける鉄鋼業界向け石炭代替としてのバイオ炭製造に関わる調査事
業」が、経済産業省の「令和６年度補正グローバルサウス未来志向型共創等事業費補助金
（小規模実証・ＦＳ事業）」に採択されました。本事業を通じて、東南アジアにおける炭化プ
ラントの最適な立地選定やサプライチェーン構築に向けた調査を行い、鉄鋼業界の脱炭素化
支援とバイオ炭の安定供給という事業化の実現に向けた取り組みを進めております。また、
当社では、エストニア発のクライメートテック企業であるCarbontribe Labsと提携して開
発した、バイオ炭由来の脱炭素価値を国際的に証明可能な形式で可視化・資産化する方法論
である「デジタルバイオ炭方法論」を国際的な第三者認証機関であるEarthood Services
Limitedに申請いたしました。
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この結果、当社グループの当連結会計年度の経営成績及び主要な連結子会社の業績は、
下表の通りとなりました。
〈連結業績〉 (単位：千円）

第20期
2025年３月期

第21期
（当連結会計年度）

2026年３月期
増減額 増減率

（%）

売上高 3,693,315 3,895,734 202,418 5.5

EBITDA 767,722 531,350 △236,371 △30.8

営業利益 638,411 380,704 △257,707 △40.4

経常利益 423,446 472,398 48,951 11.6
親会社株主に帰属する
当期純利益 91,594 302,311 210,717 230.1
※EBITDA＝営業利益+減価償却費+のれん償却額

〈主要な連結子会社の業績〉 (単位：千円）
2025年３月期 2026年３月期 増減額 増減率

（%）

㈱フューチャー
ショップ

売上高 2,767,587 2,841,973 74,385 2.7

営業利益 840,673 694,876 △145,796 △17.3

㈱ソフテル
売上高 851,963 898,982 47,019 5.5

営業利益 55,839 89,658 33,819 60.6
※当社の連結子会社でありましたSAMURAI TECHNOLOGY㈱は2025年１月１日をもって㈱ソフテルが
吸収合併しているため、㈱ソフテルの売上高及び営業利益は、2025年３月期期首に合併が行われたと仮定
して算出しております。

2026年05月25日 14時05分 $FOLDER; 9ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



9

（2）設備投資の状況
当連結会計年度のECプラットフォーム事業において、事業規模の拡大に対応して総

額140,968千円の設備投資を実施いたしました。その主なものは、当社グループの株
式会社フューチャーショップ及び株式会社コマースコネクトにおける新機能等開発に
伴うソフトウェア投資131,528千円となります。なお、当社グループはECプラットフ
ォーム事業の単一セグメントとなっております。

（3）資金調達の状況
該当事項はありません。

（4）対処すべき課題
① 導入企業数の拡大

当社グループの目指すEC業界のビジネスインフラとしての地位確立のためには、
業種・業態を問わず幅広いEC事業運営者に、当社グループのサービスを導入しても
らうことが必要であると考えております。そのためにも、中小事業者向けにシンプ
ルかつ汎用性の高いサービス提供を行うことを基軸とし、顧客ニーズに応じた付加
機能や新サービスを継続的に開発することで、新規導入数の増加及び継続率の向上
に努めてまいる所存です。

② 顧客単価の向上
当社グループでは、幅広い企業でのサービス導入を図るべく、SaaS（注１）型と

した上で中小事業者でも継続利用しやすい料金設計を心がけております。上述のと
おり、販売件数の拡大により収益の拡大を図ってまいる所存ですが、当社グループ
としては既存顧客からの収益拡大を図ることも、継続的な事業成長を達成する上で
必要な施策であると考えております。そのために、今後は「commerce creator」
に代表される新商品の開発・改良のみならず、各ソリューション間でのクロスセル
の実現や、開発自由度の高い自社開発オプションの提供並びにAPI（注２）連携によ
る有効な他社サービスの紹介による紹介料の獲得等により顧客単価の向上に努めて
まいる所存です。
（注）１．SaaSとは、Software as a Service（サービスとしてのソフトウェア）

の略称であり、利用者がソフトウェアを自身の利用端末等に直接インス
トールして利用するのではなく、提供元にて稼働されているソフトウェ
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アをインターネット経由で利用するものをいいます。
２．APIとは、Application Programming Interfaceの略称であり、自己の

ソフトウェアやアプリケーションの一部を公開し、外部のソフトウェア、
アプリケーションが連携できるようにするための規格や仕様のことをい
います。

③ 人材確保
当社グループの提供するサービスの差別化及び顧客数の増加のためには、エンジ

ニアや営業人員等の優秀な人材の確保が必要であると考えております。しかしなが
ら、足許では景気の向上や事業構造の変化に伴うインターネットセクターにおける
開発人材へのニーズやマーケティング人材への需要の高まりもあり、優秀な人材の
採用は激しい競争が生じております。当社グループは、今後の収益拡大等による知
名度及び財務基盤の向上を図ることで、新規採用における候補者への安心材料を提
供し、人材採用の強化に努めたいと考えております。また、グループ内での研修も
強化することで、必要な人材の育成も図ってまいる所存です。

④ グループ内のガバナンス・経営管理体制の強化
当社グループは、当社（現株式会社TradeSafeの分割前の当社）が株式会社フュ

ーチャーショップ及び株式会社ソフテルを子会社とし、現株式会社TradeSafeを新
設分割により子会社化、加えてSAMURAI TECHNOLOGY株式会社(2025年１月１
日に㈱ソフテルにて吸収合併）、株式会社空色、株式会社既読、株式会社コマースコ
ネクト及び株式会社AttendMe（2025年５月20日の株式取得に伴い子会社化した
㈱PINES及び㈱Newronaが、2026年３月１日付で合併し、㈱AttendMeに商号を
変更）を子会社化し、現在の企業集団となっております。なお、各社の拠点も東京、
大阪、岐阜と離れております。こうした状況から当社グループといたしましては、
各事業会社の事業運営における独立性は維持しつつも、経営管理を統括する当社を
主体として、グループ内のガバナンス強化や各事業会社への経営監視を十分に行う
ことで、株主価値向上を目的としたグループ一丸となった経営戦略の遂行に努める
方針です。
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⑤ グループ間シナジーの追求
当社グループは前述の経緯より、各事業子会社が独立した事業運営を行っており

ましたので、顧客ターゲットは中小企業のEC事業運営者と同一であるものの、グル
ープ内での顧客紹介等当社グループの収益向上に向けたグループとしての取り組み
が不十分であったと認識しております。足許では、グループ戦略の共有化を図るた
め定期的な経営会議の開催やグループ内での開発リソースの提供、各社顧客へのグ
ループとしてのソリューション提案の実施を開始しており、今後もグループ商材の
クロスセルを中心としたシナジーの追求に努めてまいる所存です。

⑥ コンプライアンス体制の強化
当社グループでは、当社を中心として、当社グループにおけるコンプライアンス

上の課題や懸念事項の洗い出しを実施し、対策を検討するコンプライアンス委員会
を随時開催しております。当該委員会には、各事業子会社の代表取締役も出席し、
必要に応じて外部専門家や各社の事業担当者も参加することで、実効性のある会議
体とすることを心がけております。今後も当該委員会の開催を継続し、当社グルー
プとしてのコンプライアンス事案について十分な検討を行うことで、当社株主価値
へ貢献したいと考えております。
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（5）財産及び損益の状況の推移
① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

区 分 第18期
2023年３月期

第19期
2024年３月期

第20期
2025年３月期

第21期
（当連結会計年度）
2026年３月期

売 上 高（千円） 3,196,433 3,557,276 3,693,315 3,895,734

経 常 利 益（千円） 608,006 702,414 423,446 472,398

親会社株主に帰属する当期純利益（千円） 441,358 414,864 91,594 302,311

１株当たり当期純利益 （円） 58.78 57.53 12.78 42.80

総 資 産（千円） 3,505,993 3,882,688 3,471,522 3,627,899

純 資 産（千円） 2,616,399 2,844,974 2,523,215 2,625,902

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 356.26 395.50 354.53 373.04
(注)「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28
日）等を第20期の期首から適用しており、第19期に係る主要な経営指標等については、当該
会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

② 当社の財産及び損益の状況の推移

区 分 第18期
2023年３月期

第19期
2024年３月期

第20期
2025年３月期

第21期
（当 事 業 年 度）
2026年３月期

売 上 高 及 び 営 業 収 益（千円） 358,800 310,690 604,189 610,005

経 常 利 益（千円） 134,692 20,031 241,992 274,172

当 期 純 利 益（千円） 228,836 55,075 42,568 284,485

１株当たり当期純利益 （円） 30.47 7.64 5.94 40.27

総 資 産（千円） 1,823,437 1,746,614 1,328,000 1,406,456

純 資 産（千円） 1,690,074 1,558,861 1,188,075 1,267,336

１ 株 当 た り 純 資 産 額 （円） 230.13 216.71 166.93 180.68
(注)「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28
日）等を第20期の期首から適用しており、第19期に係る主要な経営指標等については、当該会
計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。
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（6）重要な子会社の状況

会社名 資本金
（千円）

出資比率
（％） 主要な事業内容

㈱フューチャーショップ 100,000 100.00
ASPカートを中心にECインターフェース
（注）構築・運用アプリケーションサービス
をSaaS方式で提供

㈱ソフテル 24,950 100.00
ECサイトの多店舗バックヤードを一元管理す
るシステムを顧客ニーズに合わせてカスタマ
イズしクラウドサービスで提供

㈱TradeSafe 40,000 100.00 ECサイトの認証サービス及びデータ解析に基
づく経営補助ツールの提供

㈱空色 83,322 100.00 EC事業者へのマーケティングコミュニケーシ
ョンツールの提供

㈱既読 13,000 60.00
生成AIのツールを活用し、ECプラットフォー
ム向けに、動画や静止画のクリエイティブを
提供

㈱コマースコネクト 50,000 100.00
AIを活用した次世代の受発注や在庫の一元管
理機能を持つ、統合型ECプラットフォームの
開発

㈱AttendMe 30,000 40.00 VTuberと提携したインフルエンサーマーケ
ティングサービスを提供

（注）１．インターフェースとは、界面や接触面、中間面などといった意味を持ち、転じてコンピューターと
周辺機器を接続するための規格や仕様、またはユーザーがコンピューターなどを利用するための操
作方法や概念のことをいいます。

２．当社は、2025年４月１日に新規設立により、㈱コマースコネクトの議決権割合100.00％を取得い
たしました。

３．当社は、2025年５月20日に株式譲渡契約を締結し、㈱AttendMeの株式を取得するとともに、同
社が実施する第三者割当増資を引き受けることにより議決権割合40.00％を取得いたしました。な
お、2025年５月20日の株式取得に伴い、当連結会計年度より、当社の連結子会社となりました㈱
PINES及び㈱Newronaは、2026年３月１日付で合併し、㈱AttendMeに商号変更いたしました。
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（7）主要な事業内容
当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社が持株会社として、連結事業子

会社である㈱フューチャーショップ、㈱ソフテル、㈱TradeSafe、㈱空色、㈱既読、
㈱コマースコネクト、㈱AttendMeの７社を統括しております。各連結事業子会社は、
ECサイト運営を支援するサービスを主にSaaS（注）形式にて提供するECプラットフ
ォーム事業を国内中堅・中小規模のECサイト運営企業向けに展開しております。
当社の連結事業子会社の各事業概要は、以下のとおりであります。
なお、2025年５月20日の株式取得に伴い、当連結会計年度より、当社の連結子会

社となりました㈱PINES及び㈱Newronaは、2026年３月１日付で合併し、㈱
AttendMeに商号変更いたしました。

事業区分 会社名 各社の提供サービス

ECプラットフォーム事業

㈱フューチャーショップ
EC事業運営者に対してECサイトインターフェース構
築・運用アプリケーションサービスをSaaS型で提供
しています。

㈱ソフテル
多店舗展開するECサイト運営者のバックヤードを一
元管理するシステム等を、顧客ニーズに合わせてカス
タマイズしたうえでSaaS型にて提供しています。

㈱TradeSafe ECサイトの認証サービス及びデータ解析に基づく経
営補助ツールをSaaS型にて提供しています。

㈱空色 EC事業者へのマーケティングコミュニケーションツ
ールを提供しております。

㈱既読
生成AIのツールを活用し、ECサイトやSNS運用、広
告、webメディアなどのプラットフォーム向けに、動
画や静止画のクリエイティブを提供しております。

㈱コマースコネクト
AIを活用した次世代の受発注や在庫の一元管理機能を
持つ、統合型ECプラットフォームの開発を行ってお
ります。

㈱AttendMe VTuberと提携したインフルエンサーマーケティング
サービスを提供しております。

（注） SaaSとは、Software as a Service（サービスとしてのソフトウェア）の略称であり、利用者がソフ
トウェアを自身の利用端末等に直接インストールして利用するのではなく、提供元にて稼働されてい
るソフトウェアをインターネット経由で利用するものをいいます。
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（8）主要な営業所
名称 所在地

当社 本社 東京都千代田区
㈱フューチャーショップ 本社 大阪府大阪市北区
㈱ソフテル 本社 東京都千代田区
㈱TradeSafe 本社 東京都千代田区
㈱空色 本社 東京都千代田区
㈱既読 本社 東京都渋谷区
㈱コマースコネクト 本社 東京都千代田区
㈱AttendMe 本社 東京都千代田区
（注）㈱AttendMeは、2026年３月１日付で本店所在地を東京都千代田区に移転しております。

（9）従業員の状況
① 企業集団の従業員の状況（2026年３月31日現在）

従業員数 前連結会計年度末比増減

191名 14名増加

② 当社の従業員の状況（2026年３月31日現在）
従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

７名 ±０名 39歳 ６年
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（10）主要な借入先
① 当社（2026年３月31日現在）
該当事項はありません。

② 子会社（2026年３月31日現在）
借入先 借入額

株式会社日本政策金融公庫 44,900千円

株式会社三菱UFJ銀行 5,482千円

（11) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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２．株式に関する事項

（1）発 行 可 能 株 式 総 数 28,893,600株

（2）発 行 済 株 式 の 総 数 7,193,400株（自己株式178,949株を含む）

（3）当事業年度末の株主数 1,944名

（4）大 株 主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率

岡本高彰 2,162,000株 30.82％

UBS AG HONG KONG 1,768,000株 25.21％

光通信KK投資事業有限責任組合 469,000株 6.69％

株式会社イー・エージェンシー 300,000株 4.28％

株式会社フューチャースピリッツ 264,400株 3.77％

伏見裕子 261,600株 3.73％

木下圭一郎 214,400株 3.06％

北川輝信 150,000株 2.14％

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE NON TREATY CLIENTS ACCOUNT 103,300株 1.47％

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 89,300株 1.27％

（注）持株比率は自己株式（178,949株）を控除して計算しております。
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（5）その他株式に関する重要な事項
(i)2025年４月14日開催の取締役会決議により取得した自己株式

当社は、2025年４月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定によ
り読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく、自己株式の取得について決議し、
以下のとおり取得いたしました。
(1)取得した株式の種類 当社普通株式
(2)取得した株式の総数 52,900株
(3)株式の取得価額の総額 42,583,500円
(4)取得期間 2025年４月15日〜2025年９月12日
(5)取得方法 取引一任契約に基づく市場買付

(ii)2025年９月12日開催の取締役会決議により取得した自己株式
当社は、2025年９月12日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定によ

り読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく、自己株式の取得について決議し、
以下のとおり取得いたしました。
(1)取得した株式の種類 当社普通株式
(2)取得した株式の総数 14,700株
(3)株式の取得価額の総額 11,818,200円
(4)取得期間 2025年９月24日〜2025年11月13日
(5)取得方法 取引一任契約に基づく市場買付

(iii)2025年11月14日開催の取締役会決議により取得した自己株式
当社は、2025年11月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定に

より読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく、自己株式の取得について決議
し、以下のとおり取得いたしました。
(1)取得した株式の種類 当社普通株式
(2)取得した株式の総数 35,000株
(3)株式の取得価額の総額 27,687,300円
(4)取得期間 2025年11月25日〜2026年５月14日
(5)取得方法 取引一任契約に基づく市場買付

３．新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役及び監査役の状況（2026年３月31日現在）

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 岡 本 高 彰

㈱フューチャーショップ 取締役
㈱ソフテル 取締役
㈱TradeSafe 代表取締役
㈱空色 取締役
㈱コマースコネクト 取締役
㈱AttendMe 取締役
エコシステムホールディングス㈱ 代表取締役
ジャパンサイクル㈱ 取締役
エネサイクル㈱ 取締役

取 締 役 清 水 究
管理本部長
㈱空色 取締役
㈱AttendMe 取締役

取 締 役 星 野 裕 子
（戸籍名：伏見 裕子）

㈱フューチャーショップ 代表取締役
㈱空色 取締役
㈱コマースコネクト 取締役

取 締 役 北 川 輝 信
㈱ソフテル 代表取締役
㈱コマースコネクト 取締役
㈱AttendMe 取締役

取 締 役 伊 藤 勇 太 伊藤会計事務所 代表
常 勤 監 査 役 髙 木 和 則 ㈱フューチャーショップ 監査役

㈱TradeSafe 監査役

監 査 役 上 杉 昌 隆

桜田通り総合法律事務所 共同経営者
㈱セレス 取締役（監査等委員）
㈱Aiming 監査役
㈱フルキャストホールディングス 取締役（監査等委員）
デジタルアーツ㈱ 取締役（監査等委員）
㈱jig.jp 監査役

監 査 役 石 原 工 幹 ライト・アドバイザーズ司法書士事務所 共同経営者
㈱SAKURUG 非常勤監査役

（注）１．取締役伊藤勇太氏は社外取締役であります。
２．監査役髙木和則氏、上杉昌隆氏及び石原工幹氏は社外監査役であります。
３．当社は、取締役伊藤勇太氏、監査役髙木和則氏、上杉昌隆氏及び石原工幹氏を株式会社東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４．監査役髙木和則氏は、長年に渡る金融機関や事業会社等での経験から、企業監査や財務に関する相

当程度の知見を有するものであります。
５．監査役上杉昌隆氏は、弁護士資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有するもので

あります。
６．監査役石原工幹氏は、司法書士資格を有しており、企業法務に関する相当程度の知見を有するもの

であります。
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当社の取締役・監査役のスキルマトリクス
当社は、持続的な成長に向けた実効性のある企業統治体制を確立するため、幅広い事業経験

及び多岐にわたる高度な専門性、知識を有する取締役・監査役を選任しております。当社の取
締役会及び監査役会の構成並びに経験と専門性は次の通りとなります。

氏 名

専門性と経験

企業
経営

DX・
IT

マーケテ
ィング・
セールス

事業
開発

人材マ
ネジメ
ント

グロー
バル国
際

財務・
会計

法務・
リスク
マネジ
メント

ESG

取
締
役

岡本 高彰 ● ● ● ● ● ● ●
清水 究 ● ● ● ● ● ●
星野 裕子 ● ● ● ● ● ●
北川 輝信 ● ● ● ● ●
伊藤 勇太 社外 ● ● ●

監
査
役

髙木 和則 社外 ● ● ● ●
上杉 昌隆 社外 ● ● ●
石原 工幹 社外 ● ●

（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、社外取締役及び社外監査役全員との間で、会社法第427条第１項に基づき同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。当該契約に基づ
き責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度額であります。

（3）会社の役員等賠償責任保険契約の内容の概要
①被保険者の範囲
当社及び子会社役員

②会社の役員等賠償責任保険契約に関する事項
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結し、被保険者である役員（子会社役員を含む）がその職務の執行に関し、責任を負う
こと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害が補填され
ます。保険料は全額会社が負担しております。
故意または重過失に起因する損害賠償請求は上記保険契約により補填されません。
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（4）取締役及び監査役の報酬等の額

役員区分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額 対象となる役員

(人)基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役(うち
社外取締役)

65,490千円 65,490千円 − − ５

( 3,720千円) ( 3,720千円) − − (１)

監査役(うち
社外監査役)

11,550千円 11,550千円 − − ３

(11,550千円) (11,550千円) − − (３)

（注）１．当社には役員退職慰労金制度はありません。
２．監査役の報酬につきましては、株主総会の決議により定められた報酬総額の上限額の範囲内におい

て、業務分担の状況等を勘案し、監査役における協議により決定しております。

① 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
取締役の金銭報酬の限度額は、2018年６月29日開催の第13期定時株主総会において年

額150百万円以内（使用人分給与を含まない。）と決議いただいております。本定時株主総
会終結時点の取締役の員数は５名です。
監査役の金銭報酬の限度額は、同定時株主総会において年額15百万円以内と決議いただ

いております。本定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名です。

② 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項
当社は2021年５月14日付で取締役会の任意の諮問機関として、報酬委員会を設置してお

り、取締役の報酬につきましては、株主総会の決議により定められた報酬総額の上限額の範
囲内において、各取締役の担当業務、会社業績及び他社水準も考慮しながら、総合的に勘案
し、同委員会にて審議し、取締役会の決議により決定しております。

③ 当該事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると取
締役会が判断した理由
当社の取締役の個人別の報酬等の内容の決定にあたっては、上記方針との整合性を含めた

多角的な検討を行っていることから、上記方針に沿うものと判断しております。
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（5）社外役員に関する事項
① 重要な兼職先と当社との関係
区分 氏名 兼職先 兼職の内容 関係

社外取締役 伊藤 勇太 伊藤会計事務所 代表 該当する事項はありません。
社外監査役 髙木 和則 ㈱フューチャーショップ 監査役 当社の子会社であります。

㈱TradeSafe 監査役 当社の子会社であります。
社外監査役 上杉 昌隆 桜田通り総合法律事務所 共同経営者 該当する事項はありません。

㈱セレス 取締役（監査等委員） 該当する事項はありません。
㈱Aiming 監査役 該当する事項はありません。
㈱フルキャストホールディングス 取締役（監査等委員） 該当する事項はありません。
デジタルアーツ㈱ 取締役（監査等委員） 該当する事項はありません。
㈱jig.jp 監査役 該当する事項はありません。

社外監査役 石原 工幹 ライト・アドバイザーズ司法書士事務所 共同経営者 該当する事項はありません。
㈱SAKURUG 監査役 該当する事項はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
（ア）取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況
区分 氏名 主な活動状況

社 外 取 締 役 伊 藤 勇 太 当事業年度に開催された取締役会には、21回中21回出席し、適時適切
な意見を述べています。

社 外 監 査 役 髙 木 和 則
当事業年度に開催された取締役会には、21回中21回出席し、適時適切
な意見を述べています。
当事業年度に開催された監査役会には、13回中13回出席し、適時適切
な意見を述べています。

社 外 監 査 役 上 杉 昌 隆
当事業年度に開催された取締役会には、21回中21回出席し、適時適切
な意見を述べています。
当事業年度に開催された監査役会には、13回中12回出席し、適時適切
な意見を述べています。

社 外 監 査 役 石 原 工 幹
当事業年度に開催された取締役会には、21回中21回出席し、適時適切
な意見を述べています。
当事業年度に開催された監査役会には、13回中13回出席し、適時適切
な意見を述べています。

（イ）社外取締役が果たすことが期待される役割に関して行った職務の概要
伊藤勇太氏は、公認会計士として財務及び会計に関する専門的な知見を有しており、取締

役会への出席を通じて当社の経営に適切な発言をいただいております。
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５．会計監査人の状況
（1）名称

EY新日本有限責任監査法人

（2）報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 48,500千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 48,500千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査
の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会
計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人から提示された監査計画、監査内容及び監査日数を確認し、検討した結
果、会計監査人の報酬等の額について同意を行っております。

（3）非監査業務の内容
該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合

は、監査役全員の同意に基づき、監査役会は会計監査人を解任いたします。この場合、監査
役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任し
た旨及びその理由を報告いたします。
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６．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正
を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（1）業務の適正を確保するための体制
当社は、取締役会において「内部統制の基本方針」を決議しております。当該基本方針で

定めた体制及び事項は以下のとおりであります。

当社グループは、継続的な成長と企業価値の最大化を図りつつ、コーポレートガバナンス
の充実・強化に努めていくことが重要な経営課題と位置付けている。コーポレートガバナン
スを維持していくうえで、業務の適正を確保するために必要な体制の確保・整備は、経営上
必要なプロセスであると認識しており、次のとおり内部統制の基本方針を定める。

１．当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制

① 取締役会は、法令、定款、株主総会決議、取締役会規程等に従い、経営に関する重
要な事項を決定する。

② 取締役会は、内部統制の基本方針を決定し、取締役が、適切に内部統制システムを
構築・運用し、それに従い職務執行しているかを監督する。

③ 取締役は、他の取締役と情報の共有を推進することにより、相互に業務執行の監督
を行っている。

④ 取締役は、各監査役が監査役会でまとめた監査方針・計画のもと、監査を受ける。
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

株主総会、取締役会の議事録、経営及び業務執行に関する重要な情報については、法
令及び「文書管理規程」「稟議規程」等の関連規程に従い、適切に記録し、定められた期
間保存する。また、その他関連規程は、必要に応じて適時見直し等の改善に努める。

３．損失の危険の管理に関する規定その他の体制
① リスク管理はリスク管理に関する諸規程等に基づき、一貫した方針のもとに、効果

的かつ総合的に実施する。
② リスク管理担当取締役は、適宜リスク管理の状況を取締役会に報告することで適切

なリスク管理を実施する。
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４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会の運営に関す

ることを「取締役会規程」に定めるとともに、取締役会を月１回開催するほか、必要に
応じて臨時に開催する。

５．当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制
「関係会社管理規程」に基づき、毎月、業務執行のモニタリングを行い、必要に応じて
取締役会に報告する。
① 子会社の取締役の職務の執行に係る事項の親会社への報告に関する体制
② 子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制
③ 子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
④ 子会社の取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制
６．監査役会がその職務を補助すべき使用人を置くことを決めた場合における当該使用人

に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項
① 監査役会がその職務を補助する使用人を置くことを求めた場合、所定の手続きに従

ってすみやかにその使用人を配置する。
② 上記使用人を置いた場合、取締役からの独立性を確保するため、人事異動等につい

ては監査役会の同意を得るなどの措置を講じる。
７．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他監査役への報告に関する体制
① 監査役は取締役会等の重要な会議に出席し、当社における重要事項や損害の及ぼす

おそれのある事実等について報告を受ける。
② 取締役及び使用人は、取締役会に付議する重要な事項と重要な決定事項を監査役に

報告する。
③ 取締役及び使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項及び不正行為や

重要な法令並びに定款違反行為を認知した場合、速やかに監査役に報告する。
８．当社企業グループの取締役、監査役等及び使用人またはこれらの者から報告を受けた

者が当社の監査役に報告をするための体制
当社企業グループの取締役、監査役等及び使用人またはこれらの者から報告を受けた

者は、当社における重要事項や損害の及ぼすおそれのある事実及び当社に著しい損害を
及ぼすおそれのある事項及び不正行為や重要な法令並びに定款違反行為を認知した場合、
速やかに当社の監査役に報告する。
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９．７及び８の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けない
ことを確保するための体制
当社企業グループは「内部通報規程」を制定し、通報等をしたことを理由として不利

益な取扱いを禁止している。
10．当社監査役の職務の執行について生ずる費用の処理に係る方針に関する事項

当社は監査役がその職務の執行について、当社に対し、法令に基づく費用の前払い等
の請求をしたときは、職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該
費用又は債務を処理する。また監査役が職務執行に必要があると判断した場合、弁護士、
弁理士、公認会計士、税理士その他の社外の専門家に意見・アドバイスを依頼するなど
必要な監査費用を認める。

11．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
① 監査役会は、定期的に代表取締役と会合を開き、意思の疎通及び意見交換を実施す

る。
② 監査役は、内部監査担当取締役とも意見交換や情報交換を行い、連携を保ちながら

必要に応じて調査報告を求める。
12．財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効
かつ適切な提出のため「財務報告に係る内部統制の整備・運用及び評価の基本方針書」
を制定し、内部統制システムの整備及び運用を行うとともに、その仕組みが適正に機能
することを継続的に評価し、必要な是正を行う。

13．反社会的勢力排除に向けた基本方針及び体制
当社は、反社会的勢力・団体・個人とは一切かかわりを持たず、不当・不法な要求に

も応じないことを基本方針とする。その旨を取締役及び使用人に周知徹底するとともに、
平素より関係行政機関などからの情報収集に努め、事案の発生時には関係行政機関や法
律の専門家と緊密に連絡を取り、組織全体として速やかに対処できる体制を整備する。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
① 取締役の職務執行の効率性の確保のための取り組み

経営及び業務執行の意思決定機関として、取締役会を月１回以上定期的に開催し、取
締役の職務執行の監督を行うとともに、活発な意見交換と審議の充実に努めました。ま
た、１名の社外取締役が在籍しており、適宜忌憚のない意見を述べることで経営や業務
執行の監督機能、牽制機能を担っております。

② 内部監査の実効性の確保のための取り組み
当社における内部監査は、グループ各社の内部監査を当社管理本部長及び管理本部

（３名）が、監査計画に従い各部門の業務遂行状況を監査しております。当社は管理本部
のみの組織体制であり、内部監査の当事者となるため第三者機関の株式会社エイ・ア
イ・パートナーズに委託し、代表取締役が策定した監査計画に従い管理本部の業務執行
状況を監査しております。
内部監査担当者は当該監査結果を各社代表取締役に加え、監査役にも報告しており、

監査役は必要に応じて調査を求めるなど、実効的な連携が図れる体制を取っております。

③ 監査役監査の実効性の確保のための取り組み
監査役監査につきましては、監査役会にて決定された、監査の方針、方法及び実施計

画等に基づき、各監査役が監査業務を分担して実施し、監査役会において情報共有を行
っております。
なお、監査役会、内部監査担当者及び会計監査人は相互に緊密な連携を取り、それぞ

れの監査に必要な情報の共有を図っております。

７．会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。
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連結貸借対照表（2026年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額
（資産の部）

流動資産 2,472,942
現金及び預金 1,875,566
売掛金及び契約資産 292,601
仕掛品 5,524
前払費用 114,398
預け金 10,568
その他 175,501
貸倒引当金 △1,218

固定資産 1,154,957
有形固定資産 118,058
建物附属設備 84,245
車両運搬具 2,280
工具、器具及び備品 20,362
その他 11,170

無形固定資産 312,271
ソフトウェア 203,898
ソフトウェア仮勘定 108,296
その他 77

投資その他の資産 724,627
投資有価証券 433,588
破産更生債権等 1,677
敷金及び保証金 114,813
繰延税金資産 159,756
その他 16,468
貸倒引当金 △1,677
資産合計 3,627,899

科 目 金 額
（負債の部）

流動負債 911,156
買掛金 45,737
短期借入金 47,756
前受金 416,583
未払法人税等 128,166
その他 272,912

固定負債 90,841
長期借入金 2,626
繰延税金負債 16,920
資産除去債務 53,205
その他 18,089
負債合計 1,001,997
（純資産の部）

株主資本 2,424,078
資本金 210,400
資本剰余金 156,745
利益剰余金 2,196,265
自己株式 △139,332

その他の包括利益累計額 192,570
その他有価証券評価差額金 192,570

非支配株主持分 9,254

純資産合計 2,625,902
負債・純資産合計 3,627,899
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連結損益計算書（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）
（単位：千円）

科 目 金 額
売上高 3,895,734
売上原価 1,760,886
売上総利益 2,134,848

販売費及び一般管理費 1,754,143
営業利益 380,704

営業外収益
受取利息 3,114
受取配当金 18,957
為替差益 18,150
受取手数料 38,240
受取賠償金 10,073
その他 4,287 92,823

営業外費用
支払利息 446
自己株式取得費用 492
その他 191 1,130
経常利益 472,398

特別利益
投資有価証券売却益 90,526 90,526

特別損失
固定資産売却損 761
減損損失 75,567
投資有価証券評価損 5,286 81,615
税金等調整前当期純利益 481,308
法人税、住民税及び事業税 260,062
法人税等調整額 △77,144 182,917
当期純利益 298,391
非支配株主に帰属する当期純損失 3,920
親会社株主に帰属する当期純利益 302,311
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連結株主資本等変動計算書（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）
（単位：千円）

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 210,400 160,400 2,035,765 △57,243 2,349,322
当期変動額
剰余金の配当 − − △141,812 − △141,812
親会社株主に帰属する
当期純利益 − − 302,311 − 302,311

自己株式の取得 − − − △82,089 △82,089
連結子会社の増加によ
る非支配株主持分の増
減

− − − − −

連結子会社株式の追加
取得による持分の増減 − △3,654 − − △3,654
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） − − − − −

当期変動額合計 − △3,654 160,499 △82,089 74,756
当期末残高 210,400 156,745 2,196,265 △139,332 2,424,078

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他

有価証券
評価差額金

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 173,893 173,893 − 2,523,215
当期変動額
剰余金の配当 − − − △141,812
親会社株主に帰属する
当期純利益 − − − 302,311

自己株式の取得 − − − △82,089
連結子会社の増加によ
る非支配株主持分の増
減

− − 13,174 13,174

連結子会社株式の追加
取得による持分の増減 − − △3,920 △7,575
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 18,676 18,676 − 18,676

当期変動額合計 18,676 18,676 9,254 102,686
当期末残高 192,570 192,570 9,254 2,625,902
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連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１．連結の範囲に関する事項

すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数
７社

連結子会社の名称
㈱フューチャーショップ
㈱ソフテル
㈱TradeSafe
㈱空色
㈱既読
㈱コマースコネクト
㈱AttendMe

㈱コマースコネクトについては、当連結会計年度において新たに設立したため、連結子
会社に含めております。また、㈱PINES及び㈱Newronaは、2025年５月20日の株式取
得に伴い、当連結会計年度より連結の範囲に含めており、両社は2026年３月１日付で合
併し、㈱AttendMeに商号変更いたしました。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社数
１社

会社の名称
エネサイクル㈱

持分法を適用しない関連会社のうち主要な会社等の名称
D２Cアクセラレーター有限責任事業組合

持分法を適用しない理由
持分法を適用していない会社は、当期純損益（持分に見合う額)及び利益剰余金（持分

に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微で
あり、かつ、全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、㈱既読の決算日は６月30日であります。連結計算書類の作成にあた

っては連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。なお、その
他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券

ａ 市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法

により算定）
ｂ 市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法
なお、有限責任事業組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証

券とみなされるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入
手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によってお
ります。

② 棚卸資産
評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

仕掛品
主として個別原価法

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備に
ついては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備 ３〜22年
車両運搬具 ２〜６年
工具、器具及び備品 ４〜15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
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なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（３〜５年）
に基づく定額法を採用しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、主なリース期間は５年です。

（3）重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

② 賞与引当金
従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年

度に見合う分を計上しております。

（4）重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき、約束

した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点、もしくは、移転するにつれて当該財
又はサービスと交換に権利を得ると見込む対価の額で収益を認識しております。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する
当社グループが主な事業とする、ECサイト運営を支援するサービスをSaaS型で提供

するECプラットフォーム事業について、顧客との契約に基づき履行義務を識別してお
り、それぞれ以下のとおり収益を認識しております。

①インターフェース関連サービス
インターフェース関連サービスの主な内容は、ECサイトインターフェースを構築・

運営するアプリケーションサービス等をSaaS型で提供するサービスです。
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これらの履行義務は、サービス提供期間にわたり充足していくと判断しております。
そのため、主に約束した財又はサービスの支配が顧客に移転するにつれて収益を認識し
ております。
約束された対価は履行義務を充足した時点から、概ね１ヶ月以内に支払いを受けてお

り、重要な金融の要素は含んでおりません。

②バックヤード関連サービス
バックヤード関連サービスの主な内容は、ECサイトのバックヤードを一元管理する

ためのサービス導入時及びサービス導入後のカスタマイズと、導入後の保守サービスで
構成されております。
カスタマイズの履行義務は、期間がごく短いものを除き、プロジェクトの進捗に応じ

て履行義務を充足していくと判断しております。そのため、原則として履行義務の充足
に係る進捗度を合理的に見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識し
ております。進捗度は、主として見積総開発時間に対する実際の発生時間の割合に基づ
き算定しております。
導入後の保守サービスの履行義務は、サービス提供期間にわたり充足していくと判断

しております。そのため、主に約束した財又はサービスの支配が顧客に移転するにつれ
て収益を認識しております。
約束された対価は履行義務を充足した時点から、概ね２ヶ月以内に支払いを受けてお

り、重要な金融の要素は含んでおりません。

③ECサイト認証関連サービス
ECサイト認証関連サービスの主な内容は、ECサイトの認証サービス及びデータ解析

に基づく経営補助ツールをSaaS型で提供するサービスです。
これらの履行義務は、サービス提供期間にわたり充足していくと判断しております。

そのため、主に約束した財又はサービスの支配が顧客に移転するにつれて収益を認識し
ております。
約束された対価は履行義務を充足した時点から、概ね１ヶ月以内に支払いを受けてお

り、重要な金融の要素は含んでおりません。

④マーケティング関連サービス
マーケティング関連サービスの主な内容は、VTuber等と提携したインフルエンサー

マーケティングサービスの提供です。
これらの履行義務は、サービス提供期間にわたり充足していくと判断しております。
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そのため、主に約束した財又はサービスの支配が顧客に移転するにつれて収益を認識し
ております。
約束された対価は履行義務を充足した時点から、概ね１ヶ月以内に支払いを受けてお

り、重要な金融の要素は含んでおりません。

（5）その他連結計算書類作成のための重要な事項
のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果の発現する期間を個別に見積り、その年数で均等

償却しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）
（１）顧客との契約から生じた債権の残高及び契約資産の残高はそれぞれ以下のとおりです。

売掛金 292,601 千円
契約資産 −千円

（２）有形固定資産の減価償却累計額
建物附属設備 51,194千円
車両運搬具 3,848千円
工具、器具及び備品 95,907千円
その他 5,176千円
合計 156,127千円

（連結損益計算書に関する注記）
売上高のうち、顧客との契約から生じる収益の額 3,895,734千円
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（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
（1）発行済株式に関する事項 （単位：株）

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
期末の株式数

普通株式 7,193,400 − − 7,193,400
合計 7,193,400 − − 7,193,400
（2）配当に関する事項

① 配当金支払額
決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額

(千円)
１株当たり配

当額(円) 基準日 効力発生日

2025年６月24日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 71,170 10.00 2025年３月

31日 2025年６月25日

2025年11月14日
取締役会 普通株式 利益剰余金 70,641 10.00 2025年９月

30日 2025年12月８日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2026年６月25日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 77,158 11.00 2026年３月

31日 2026年６月26日

（3）新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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（金融商品に関する注記）
（1）金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については、元本割れとなるリスクのないものを中心とし

て短期的な預金等に限定し、投機的な取引はデリバティブ取引を含めて行わない方針で
あります。

② 金融商品の内容及びそのリスク
売掛金等は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動等のリス

クに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制
ａ 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権等については、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状
況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

ｂ 市場リスクの管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把

握し、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん
でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあり
ます。
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（2）金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（１）投資有価証券

その他有価証券 407,204 407,204 −

資産計 407,204 407,204 −

（注１）「現金及び預金」「売掛金及び契約資産」については、現金であること、及び短期間で
決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。

（注２）市場価格のない株式等
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 0

これらについては、「（１）投資有価証券」には含めておりません。

（注３）連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等への出資は、「（１）投資有価証
券」には含めておりません。当該出資の連結貸借対照表計上額は、26,384千円であり
ます。

（注４）金銭債権の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

預金 1,874,886 − − −

売掛金 292,601 − − −

合計 2,167,488 − − −
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(3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の

３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により
算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以
外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ
ットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を
分類しております。

① 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
その他有価証券
株式 407,204 − − 407,204

資産計 407,204 − − 407,204

② 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
該当事項はありません。

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券
上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているた

め、その時価をレベル１の時価に分類しております。
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（収益認識に関する注記）
（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
売上高

ECプラットフォーム事業

インターフェース関連サービス 2,853,834
バックヤード関連サービス 850,260
ECサイト認証関連サービス 9,473
マーケティング関連サービス 182,166

顧客との契約から生じる収益 3,895,734
その他の収益 −

外部顧客への売上高 3,895,734

（２）収益を理解するための基礎となる情報
「４．会計方針に関する事項」の「(4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりで

す。

（３）当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
① 契約資産及び契約負債の残高等

(単位：千円)
当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 289,074
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 292,601
契約資産（期首残高） 2,425
契約資産（期末残高） −
契約負債（期首残高） 421,586
契約負債（期末残高） 416,583
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契約資産は、主にソフトウェアのカスタマイズにおいて、進捗度の見積りに基づいて認
識した収益にかかる未請求売掛金です。
契約資産は、顧客の検収時に顧客との契約から生じた債権へ振替えられます。
契約負債は、主に顧客から受領した前受金に関するものであります。契約負債は、収益

の認識に伴い取り崩されます。

② 残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、

実務上の便法を適用し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。
また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額はあ

りません。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 373円04銭
１株当たり当期純利益 42円80銭

（重要な後発事象）
（自己株式の取得）
当社は、2025年11月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定によ

り読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について
決議し、2025年11月25日以降、自己株式を取得しております。

１．自己株式の取得を行う理由
中期経営計画(2025年３月期〜2027年３月期)において掲げる財務戦略に基づき、当

社における戦略的な投資機会、財務状況や株価水準等を総合的に勘案して、機動的な自己
株式取得を行います。

２．自己株式の取得に係る事項の内容
①取得する株式の種類 当社普通株式
②取得する株式の総数 50,000株（上限）
③株式の取得価額の総額 45,000,000円（上限）
④取得期間 2025年11月25日〜2026年５月14日
⑤取得方法 取引一任契約に基づく市場買付
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３．2026年４月１日以降の自己株式の取得状況（2026年５月14日現在)
取締役会決議に基づき2026年４月１日から2026年５月14日までに取得した自己株式

取得した株式の総数 15,000株
株式の取得価額の総額 11,189,900円

（自己株式の取得）
当社は、2026年５月14日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定によ

り読み替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項について
決議し、2026年５月25日以降、自己株式を取得する予定です。

１．自己株式の取得を行う理由
当社における戦略的な財務戦略に基づき、投資機会、財務状況や株価水準等を総合的

に勘案して、機動的な自己株式取得を行います。

２．自己株式の取得に係る事項の内容
①取得する株式の種類 当社普通株式
②取得する株式の総数 50,000株（上限）
③株式の取得価額の総額 45,000,000円（上限）
④取得期間 2026年５月25日〜2026年11月13日
⑤取得方法 取引一任契約に基づく市場買付
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（企業結合に関する注記）
取得による企業結合
(１) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及び事業の内容
被取得企業の名称 株式会社PINES

株式会社Newrona
なお、株式会社PINESの子会社である株式会社Newrona（株式会社PINESが40%保有）
は当社の孫会社となります。また、株式会社PINESは、2026年３月１日付で株式会社
Newronaを吸収合併し、社名を株式会社AttendMeに変更しております。

事業の内容 VTuberと提携したインフルエンサーマーケティング事業

② 企業結合を行った主な理由
当社グループは、「テクノロジーを活用する人の力を最大化させるプラットフォーム」

であることをミッションとして掲げ、社会の持続的発展を支えるインフラの創出を実現
させます。その一環として、新規事業における社会課題・テクノロジー・資本を有機的
に結び付ける共創シナジーをもって、次世代の価値創造をしていく方針です。
株式会社PINESは、Vtuberと企業様、クライアント様を繋ぎ、広告（PR）、グッズの

販売などの支援をするインフルエンサーマーケティング事業を展開しております。
本株式取得により、当社グループ及び株式会社PINESは、その蓄積してきたノウハウ、

多数抱えるVtuber、豊富な案件をより一層深化させ、プラットフォームとして支援領域
の拡張を進めていく所存です。グループ一体でさらなるシナジーを実現することで、一
層の企業価値向上を目指してまいります。

③ 企業結合日
2025年５月20日
なお、2025年６月30日をみなし取得日としております。

④ 企業結合の法的形式
現金を対価とする株式取得
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⑤ 結合後企業の名称
株式会社PINESは、2026年３月１日付で株式会社Newronaを吸収合併し、社名を株
式会社AttendMeに変更しております。

⑥ 取得した議決権比率
40.00％

⑦ 取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が、現金を対価とした株式取得により株式会社PINESの議決権を40.00％取得し、
かつ、同社の意思決定機関を実質的に支配していると認められるためです。

(２) 連結計算書類に含まれている被取得企業の業績の期間
2025年７月１日から2026年３月31日

(３) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価 現金及び預金 99,000千円
取得原価 99,000千円

(４)企業結合契約に定められた条件付取得対価の内容及び今後の会計処理方針
① 条件付取得対価の内容

取得の対価には、条件付取得対価を含めておりません。一定期間の業績の達成水準に
応じて、最大16,200千円の条件付取得対価（アーンアウト対価）が発生する契約であ
り、現時点では確定しておりません。

② 会計方針
取得対価の変動が発生した場合には、取得時に発生したものとみなして取得原価を修

正し、のれんの金額及びのれんの償却額を修正することとしております。

(５) 主要な取得関連費用の内容及び金額
該当ありません。
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(６) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
① 発生したのれんの金額

90,216千円
② 発生原因

取得原価が企業結合時の時価純資産を上回ったため、その超過額をのれんとして計上
しております。

③ 償却方法及び償却期間
３年間にわたる均等償却を開始しましたが、当連結会計年度末において減損処理を行っ
ております。

(７) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
流動資産 30,169千円
固定資産 21,174〃
資産合計 51,344〃
流動負債 27,545〃
固定負債 1,841〃
負債合計 29,386〃

(８) 企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結
損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
当連結会計年度における概算額の算定が困難であるため、記載しておりません。
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貸借対照表（2026年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額
（資産の部）

流動資産 599,695
現金及び預金 428,021
売掛金 5,280
前払費用 5,154
関係会社短期貸付金 108,000
未収入金 39,094
預け金 9,785
未収還付法人税等 2,084
その他 10,286
貸倒引当金 △8,011

固定資産 806,761
有形固定資産 14,869
建物附属設備 13,134
工具、器具及び備品 1,735

投資その他の資産 791,892
投資有価証券 407,204
関係会社株式 338,663
その他の関係会社有価証券 26,384
関係会社長期貸付金 175,000
長期前払費用 958
敷金及び保証金 18,680
その他 2,203
貸倒引当金 △177,203
資産合計 1,406,456

科 目 金 額
（負債の部）

流動負債 31,203
未払金 15,642
未払費用 11,876
未払法人税等 1,263
預り金 2,420

固定負債 107,917
繰延税金負債 83,984
資産除去債務 11,492
関係会社事業損失引当金 12,439
負債合計 139,120
（純資産の部）

株主資本 1,074,766
資本金 210,400
資本剰余金 160,400
資本準備金 160,400

利益剰余金 843,299
その他利益剰余金 843,299
繰越利益剰余金 843,299

自己株式 △139,332
評価・換算差額等 192,570
その他有価証券評価差額金 192,570

純資産合計 1,267,336

負債・純資産合計 1,406,456
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損益計算書（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）
（単位：千円）

科 目 金 額
営業収益 610,005
営業費用 328,824
営業利益 281,181

営業外収益
受取利息 2,614
受取配当金 18,957
為替差益 18,450
関係会社事業損失引当金戻入額 28,903
その他 454 69,380

営業外費用
支払利息 263
自己株式取得費用 492
貸倒引当金繰入額 69,186
関係会社事業損失引当金繰入額 6,446 76,388
経常利益 274,172

特別利益
投資有価証券売却益 90,526 90,526

特別損失
投資有価証券評価損 5,286
関係会社株式評価損 108,073 113,359
税引前当期純利益 251,339
法人税、住民税及び事業税 △32,888
法人税等調整額 △257 △33,145
当期純利益 284,485
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株主資本等変動計算書（自 2025年４月１日 至 2026年３月31日）
（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

その他
利益剰余金 利益

剰余金
合計繰越利益

剰余金
当期首残高 210,400 160,400 160,400 700,625 700,625
当期変動額
剰余金の配当 − − − △141,812 △141,812
当期純利益 − − − 284,485 284,485
自己株式の取得 − − − − −
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） − − − − −

当期変動額合計 − − − 142,673 142,673
当期末残高 210,400 160,400 160,400 843,299 843,299

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計自己

株式
株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △57,243 1,014,182 173,893 173,893 1,188,075
当期変動額
剰余金の配当 − △141,812 − − △141,812
当期純利益 − 284,485 − − 284,485
自己株式の取得 △82,089 △82,089 − − △82,089
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） − − 18,676 18,676 18,676

当期変動額合計 △82,089 60,584 18,676 18,676 79,261
当期末残高 △139,332 1,074,766 192,570 192,570 1,267,336
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

② その他の関係会社有価証券
有限責任事業組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなさ

れるもの）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の
決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっております。

③ その他有価証券
ａ 市場価格のない株式等以外のもの

時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法
により算定）

ｂ 市場価格のない株式等
主として移動平均法による原価法

（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法を採用しております。
ただし、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については、定額法を採用して

おります。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備 15年
工具、器具及び備品 ４〜８年

② 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。
２．重要な引当金の計上基準

貸倒引当金
債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。
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関係会社事業損失引当金
関係会社の事業に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態を勘案し、損失負担が

見込まれる額を計上しております。

３．収益及び費用の計上基準
純粋持株会社である当社は、グループ会社との契約に基づき経営管理を行っており、こ

れらは事業年度を通じて行っております。
この対価は経営指導料、業務受託等の手数料及び配当であり、事業年度にわたって経営

指導等を実施することで履行義務が充足されることから、経営指導料及び業務受託等の手
数料は役務提供完了時点で、配当は効力発生日に収益を認識しております。
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（会計上の見積りに関する注記）
関係会社に対する長期貸付金等の評価

（1） 当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社短期貸付金 108,000千円
短期未収収益 224千円
関係会社長期貸付金 175,000千円
長期未収収益 2,203千円
貸倒引当金 185,214千円
関係会社事業損失引当金 12,439千円
貸倒引当金繰入額 69,186千円
関係会社事業損失引当金戻入額 28,903千円
関係会社事業損失引当金繰入額 6,446千円

（2） 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法

関係会社に対する長期貸付金等の評価については、関係会社の財政状態及び経営成
績を考慮し、期末日時点の対象会社の債務超過金額及び支払能力を総合的に勘案した
うえで、回収不能見込額を貸倒引当金及び関係会社事業損失引当金として計上してお
ります。このうち、㈱空色への長期貸付金等に対して、貸倒引当金177,203千円、関
係会社事業損失引当金5,993千円を計上しております。その結果、営業外収益に関係会
社事業損失引当金戻入額28,903千円、営業外費用に貸倒引当金繰入額61,175千円を
計上しております。

② 主要な仮定
回収不能見込額に用いた主要な仮定は、支払能力であります。当該評価に当たって

は、足元の実績をもとに会計上の見積りを行っております。

③ 翌年度の計算書類に与える影響
翌事業年度において関係会社の財政状態及び経営成績が悪化し、回収不能見込額が

増加する場合には、翌事業年度の計算書類において、長期貸付金等の金額に重要な影
響を与える可能性があります。
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（貸借対照表に関する注記）
（1）有形固定資産の減価償却累計額 9,116千円

（2）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
売掛金 5,280千円
未収入金 39,076千円
立替金 330千円
関係会社短期貸付金 108,000千円
関係会社長期貸付金 175,000千円
未収利息 2,428千円
未払金 10,703千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高
営業収益
関係会社経営管理料 57,600千円
関係会社受入手数料 2,400千円
関係会社受取配当金 550,005千円

営業費用
一般管理費 14,512千円

営業取引以外の取引高
営業外収益 2,082千円
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（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の数
普通株式 178,949株

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
繰越欠損金 44,837千円
関係会社株式評価損 120,452千円
貸倒引当金 58,377千円
子会社株式の投資簿価修正 11,162千円
関係会社事業損失引当金 3,920千円
投資有価証券評価損 9,959千円
資産除去債務 3,622千円
減価償却超過額 2,774千円
未払事業税 306千円
その他 3,660千円

繰延税金資産小計 259,075千円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 44,837千円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 206,982千円

評価性引当額小計 251,820千円
繰延税金資産合計 7,254千円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 88,632千円
資産除去債務に対応する資産 2,607千円

繰延税金負債合計 91,239千円
繰延税金資産（負債）純額 △83,984千円

（注）グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い
当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計

処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、
法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示
を行っております。
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（関連当事者との取引に関する注記）
（1）親会社及び法人主要株主等

該当事項はありません。

（2）子会社及び関連会社等
（単位：千円）

種類 会社等の名称
議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 ㈱フューチャーショップ 所有
直接100％

経営指導料の受取
役員の兼任

経営指導料の受取
（注1） 36,000 売掛金 3,300

配当金の受取
（注1） 520,000 ― ―

グループ通算税効果
額（注1） 32,376 未収入金 32,376

子会社 ㈱ソフテル 所有
直接100％

経営指導料の受取
役員の兼任

経営指導料の受取
（注1） 21,600 売掛金 1,980

配当金の受取
（注1） 30,005 ― ―

グループ通算税効果
額（注1） 4,091 未収入金 4,091

子会社 ㈱TradeSafe 所有
直接100％

事業資金の貸付
役員の兼任

事業資金の貸付
(注1） 250,000 関係会社短期

貸付金 100,000

利息の受取
(注1） 895 未収利息 213

子会社 ㈱空色 所有
直接100％

事業資金の貸付
役員の兼任

事業資金の貸付
(注1）(注2) 60,000 関係会社長期

貸付金 175,000

利息の受取
(注1）(注2) 1,175 未収利息 2,203

子会社 ㈱既読 所有
直接60.00% 事業資金の貸付

事業資金の貸付
(注1）(注2) 8,000 関係会社短期

貸付金 8,000

利息の受取
(注1）(注2) 11 未収利息 11

（注1）取引条件及び取引条件の決定方針等
経営指導料は、業務内容を勘案し、両社協議のうえ決定しております。
配当金は、子会社の株主総会決議に基づき受領しております。
グループ通算制度による通算税効果額の受取予定額であります。
資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

（注2）当該子会社への貸付金及び未収利息に対し、185,214千円の貸倒引当金を計上しております。
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（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

の３．収益及び費用の計上基準に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 180円68銭
１株当たり当期純利益 40円27銭

（重要な後発事象）
「連結注記表 （重要な後発事象）」をご参照ください。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2026年５月27日

株式会社コマースOneホールディングス
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 本 間 愛 雄
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 祐

監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社コマースOneホールディングスの2025

年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社コマースOneホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される
規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の
責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。
その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注
意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。
監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査

意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年５月27日
株式会社コマースOneホールディングス
取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人
東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 本 間 愛 雄
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 祐

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社コマースOneホールディングスの

2025年４月１日から2026年３月31日までの第21期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運
用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する

ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業

的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守

したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するため
の対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用してい
る場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

2026年05月25日 14時05分 $FOLDER; 61ページ （Tess 1.50(64) 20260319_01）



61

監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第21期事業年度における取締役の職務の執
行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（1）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めると
ともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業
務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と
意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（金融商品取引法上の財務報告に係る内部統制を含む内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告
を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を
含め、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月27日
株式会社コマースOneホールディングス 監査役会

常勤監査役
（社外監査役） 髙 木 和 則 ㊞

社外監査役 上 杉 昌 隆 ㊞

社外監査役 石 原 工 幹 ㊞

以 上
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株主総会会場ご案内図
会 場 アルカディア市ヶ谷 私学会館 ６階 阿蘇(東)

東京都千代田区九段北４丁目２番25号

交通のご案内
・地下鉄 有楽町線・南北線「市ヶ谷駅」（１またはA1)出口から徒歩２分
・地下鉄 新宿線「市ヶ谷駅」（A1またはA4)出口から徒歩２分
・JR 中央線（各駅停車）「市ヶ谷駅」から徒歩２分
○駐車場のご用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮ください
ますようお願い申し上げます。
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